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業　務　名

下　関　市

吉母漁港海岸環境整備業務



業　　　務　　　設　　　計　　　書
農林水産振興部農林水産整備課

検 算

施 工 年 度 令和８年度

業 務 名 吉母漁港海岸環境整備業務

業 務 場 所 下関市大字吉母

海岸整備　一式

業 務 概 要

予 定 期 間 　着手後 日間 (令和　　年　　月　　日から令和８年７月１７日まで)

億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

設 計 金 額

( 元 設 計 金 額 )
億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

変 更 設 計 額

億 千 百 拾 万 千 百 拾 円

変 更 請 負 額

下　関　市

課 長 主　幹 課長補佐 主 査 主 任 設 計 者



事務所 60 下関市

設計書名 全体設計書 当初 08-000-0000-0000-1-0

変更回数 0

適用単価区分 1 実施単価

適用単価地区 下関市（旧市内）

適用基準日 00-08.05.01(0)

当設計書 前設計書

08-000-0000-0000-1-0

頁0-0001総 括 情 報 表



費目・工種・施工名称など 数       量 単  位 単      価 金      額 備                考

本　工　事　費 X1000

1-海岸整地

    式

2-海岸土工

    式

掘削 SPK25040001 00

土砂 上記以外(小規模) A=1,B=5,E=8

 標準以外

西突堤部         60     m3 　　単第0 -0001　表

掘削 SPK25040001 00

土砂 現場制約あり A=1,B=3

斜路・パーゴラ・階段部

        70     m3 　　単第0 -0002　表

押土(ルーズ) SPK25040006 00

土砂 A=1

     2,070     m3 　　単第0 -0003　表

土砂等運搬 SPK25040002 00

小規模 土砂(岩塊・玉石混り土含む) A=2,B=6,C=1,D=1,F=2

DID区間無し  距離0.3km以下

       130     m3 　　単第0 -0004　表

＊＊直接工事費＊＊

諸経費

対象額………

率……………

08-000-0000-0000-1-0

頁0-0002

0.2 以内

＊業務委託費＊　　　　　内訳表



費目・工種・施工名称など 数       量 単  位 単      価 金      額 備                考

＊＊諸経費計＊＊

＊＊業務価格＊＊

＊＊消費税相

当額＊＊ 対象額………

率……………

＊＊業務費計＊＊

08-000-0000-0000-1-0

頁0-0003

千円未満切り捨て

0.10 

＊業務委託費＊　　　　　内訳表



掘削 SPK25040001 　　単第0 -0001　表

土砂 上記以外(小規模)  標準以外 西突堤部        1 m3 当り

機械構成比： 労務構成比： 材料構成比： 市場単価構成比： 標準単価：

代表機労材規格(積算地区) 構成比 単価(積算地区) 代表機労材規格(東京地区) 単価(東京地区) 備考

小型バックホウ(クローラ型) 小型バックホウ(クローラ型) MTPC00077

標準型・排2 標準型・排2 MTPT00077

山積0.13/平積0.10m3 山積0.13/平積0.10m3

運転手（特殊） 運転手(特殊) RTPC00006

RTPT00006

軽油 軽油パトロール給油 TTPC00013

パトロール給油 TTPT00013

積算単価 積算単価 EP001

A=1          土砂 B=5          上記以外(小規模)

E=8          標準以外

08-000-0000-0000-1-0

頁0-0004施 工 代 価 表



掘削 SPK25040001 　　単第0 -0002　表

土砂 現場制約あり 斜路・パーゴラ・階段部        1 m3 当り

機械構成比： 労務構成比： 材料構成比： 市場単価構成比： 標準単価：

代表機労材規格(積算地区) 構成比 単価(積算地区) 代表機労材規格(東京地区) 単価(東京地区) 備考

普通作業員 普通作業員 RTPC00002

RTPT00002

積算単価 積算単価 EP001

A=1          土砂 B=3          現場制約あり

08-000-0000-0000-1-0

頁0-0005施 工 代 価 表



押土(ルーズ) SPK25040006 　　単第0 -0003　表

土砂        1 m3 当り

機械構成比： 労務構成比： 材料構成比： 市場単価構成比： 標準単価：

代表機労材規格(積算地区) 構成比 単価(積算地区) 代表機労材規格(東京地区) 単価(東京地区) 備考

ブルドーザ ブルドーザ MTPC00148

湿地・排3 湿地・排3 MTPT00148

20t級 20t級

運転手（特殊） 運転手(特殊) RTPC00006

RTPT00006

軽油 軽油パトロール給油 TTPC00013

パトロール給油 TTPT00013

積算単価 積算単価 EP001

A=1          土砂

08-000-0000-0000-1-0

頁0-0006施 工 代 価 表



土砂等運搬 SPK25040002 　　単第0 -0004　表

小規模 土砂(岩塊・玉石混り土含む) DID区間無し  距離0.3km以下        1 m3 当り

機械構成比： 労務構成比： 材料構成比： 市場単価構成比： 標準単価：

代表機労材規格(積算地区) 構成比 単価(積算地区) 代表機労材規格(東京地区) 単価(東京地区) 備考

ダンプトラック[オンロード・ディーゼル] ダンプトラック[オンロード・ディーゼル] MTPC00016T1

2t積級 2t積級 MTPT00016T1

(タイヤ損耗費及び補修費(良好)を含む) (タイヤ損耗費及び補修費(良好)を含む)

運転手（一般） 運転手(一般) RTPC00007

RTPT00007

軽油 軽油パトロール給油 TTPC00013

パトロール給油 TTPT00013

積算単価 積算単価 EP001

A=2          小規模 B=6          バックホウ山積0.13m3(平積0.1m3)

C=1          土砂(岩塊・玉石混り土含む) D=1          DID区間無し

F=2          距離0.3km以下

08-000-0000-0000-1-0

頁0-0007施 工 代 価 表



工種 細別 規格 単位 数量 備考

海岸整備

掘削 機械 小規模 m3 60 砂除去

掘削 人力 m3 70 砂除去

押土 ルーズ m3 2,070 砂浜敷均し

土砂等運搬 小規模 L=0.3km m3 130 70+60

数量総括表



230m

30
m

吉母漁港海岸環境整備業務平面図

5m

40m
西突堤

整地　Ⅴ＝２３０×３０×０．３＝２，０７０ｍ３

砂除去（掘削・運搬）　①機械作業　②人力作業

①　Ⅴ＝５×４０×０．３０＝６０ｍ３　（西突堤部）

②　Ⅴ＝５００×０．１＋（５０×４）×０．１＝７０ｍ３　（斜路・パーゴラ・階段部）

50m2×4箇所

500m2



別紙１

仕様書

１ 業 務 名 吉母漁港海岸環境整備業務

２ 履行期間 契約日の翌日から令和８年７月１７日まで

３ 業務場所 下関市大字吉母

４ 業務概要

海岸整備 一式

５ 業務内容

（１）海岸の整地を行い、余分な土砂については定められた箇所に運搬し整地する

こと。

（２）整地作業の際に出たゴミ等については、場外搬出処分すること。

（３）令和８年６月中に作業を完了させること。

６ 提出書類

受託者は、作業実施後に速やかに成果報告書を提出し、履行の確認を受けるも

のとする。

７ 費用負担区分

業務に必要な消耗品、機材等は受託者の負担とする。

８ 環境に関する配慮事項

別記１「特記仕様書（環境編簡易）」のとおり

９ 下関市暴力団排除条例による措置

別記２「下関市暴力団排除条例による措置に係る特記事項」のとおり

１０ その他

（１）業務の実施に際しては、受託者は、関係法令を遵守し安全対策には万全に期

すること。



（２）当該実施場所は下関市指定文化財（天然記念物）吉母海岸植物群落の区域内

であるため、そのことに十分留意するとともに、業務を実施する際には委託者

の指示に従うこと。

（３）従事者の故意又は重大な過失によって、第三者及び委託者の工作物その他の

ものに損害を与えた場合は、発生の原因、経過、被害の内容等について速やか

に報告書を提出するとともに、受託者の責任においてその損害を賠償すること。

（４）車両出入りの際は、誘導員を配置するなど付近住民の安全対策について万全

を図ること。



別記１

特記仕様書（環境編簡易）

下関市は、「しものせきエコマネジメントプラン」に基づいた環境マネジメン

トシステムを構築し、「下関市環境方針」に基づき、下関市の組織が行う事業活

動における環境配慮及び環境保全に関する行動を適切に実行することとしてい

る。この取り組みには受託者の協力が不可欠であり、業務関係者の業務の管理

や業務の実施などに当たり、受託者は、「しものせきエコマネジメントプラン」

の趣旨を理解し、次の項目について実施すること。

１ 環境関連法令について

受託者は、業務の実施に際しては、環境関連法令を遵守し、常に適切な管理

を行うこと。

２ 事故発生時の対応

受託者は、業務の実施中に事故が発生した場合は、必要な処置を講ずるとと

もに下関市へ報告し、その指示に従うこと。なお、詳細な報告は、文書で後日

行うこと。

３ 苦情発生時の対応

受託者は、業務に関する苦情を受け付けたときは、応急的な措置が必要な場

合は応急処置を講ずるとともに下関市へ報告し、その指示に従うこと。なお、

詳細な報告は、文書で後日行うこと。

４ 配慮事項

受託者は、業務の実施に際しては、次の各号に配慮すること。

（１）使用する車両から排出するガス及び騒音振動を低減するようできる限り

エコドライブを励行すること。

（２）業務の報告書の作成に当たっては、可能な限り再生紙等を利用すること。

（３）業務の報告書の作成に当たっては、可能な限り両面印刷に努めること｡

（４）環境ラベリング制度（エコマーク・グリーンマーク）の対象となってい

る製品を可能な限り積極的に使用すること。

（５）使用する物品は、可能な限り再生品を使用すること｡

（６）リサイクル（分別）可能な製品を積極的に使用すること｡

（７）公共交通機関の利用及び効率的に車を使用すること｡

（８）業務の実施箇所周辺の環境に与える負荷の抑制及び周辺地区の環境美化

に努めること｡



別記２

下関市暴力団排除条例による措置に係る特記事項

（総則）

第１条 下関市と受託者は、下関市暴力団排除条例（平成２３年条例第４２号）第

３条に規定する基本理念に基づき、同条例第６条の規定による措置として、この

特記事項を設ける。

（暴力団排除に係る契約の解除）

第２条 下関市は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、受託者に対し

なんらの催告を要せず、この契約を解除することができる。

(1) 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合に

はその役員又はその支店若しくはこの契約を締結する事務所の代表者をいう。

以下同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下「暴力団員」という。）であると認められるとき。

(2) 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又

は暴力団員が、経営に実質的に関与していると認められるとき。

(3) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認めら

れるとき。

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、若しくは便宜を供

与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与

していると認められるとき。

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。

(6) 下請契約又は資材、原材料等の購入契約の締結に当たり、その相手方が前各

号のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認めら

れるとき。

(7) 受託者が、第１号から第５号までのいずれかに該当する者を下請契約又は資

材、原材料等の購入契約の相手方としていた場合（第６号に該当する場合を除

く。）に、下関市が受託者に対して当該契約の解除を求め、受託者がこれに従わ

なかったとき。



２ 前項の規定により契約を解除した場合の契約保証金の帰属及び損害賠償につい

ては、この特記事項が付加される契約（以下「本契約」という。）の規定による。

（関係機関への照会等）

第３条 下関市は、暴力団を排除する目的のため、必要と認めるときは、受託者に

対して、役員等についての名簿その他の必要な情報の提供を求め、その情報を管

轄の警察署に提供して、受託者が前条第１項各号に該当するか否かについて、照

会できるものとする。

２ 受託者は、前項の規定により、下関市が当該警察署に照会を行うことについて、

承諾するものとする。

（本契約の履行の妨害又は不当要求の際の措置）

第４条 受託者は、自ら又は本契約の下請若しくは受託をさせた者（この条におい

て「下請事業者等」という。）が、暴力団又は暴力団員から、本契約の適正な履行

の妨害又は本契約に係る不当要求を受けたときは、き然として拒否し、その旨を

速やかに下関市に報告するとともに、管轄の警察署に届け出なければならない。

２ 下関市、受託者及び下請事業者等は、前項の場合において、管轄の警察署と協

力して、本契約の履行の妨害又は本契約に係る不当要求を排除する対策を講じる

ものとする。



位置図

業 務 名 吉母漁港海岸環境整備業務

業務場所 下関市大字吉母

業務箇所


